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静岡県
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

教員が直接地域等の方に連絡
を取って地域学校協働活動を
実施して負担となっている。推
進員が学校にいない。

県主催で養成講座を開き、コミュニティ･
スクールと地域学校協働活動の一体的
推進について仕組みを理解した地域学
校協働活動推進員を育てる。

学校・家庭・地域の役割が明確
化され、教員の業務負担が軽減
される。

地域学校協働活動推進員
等養成講座修了者 40

人/
年 40

沼津市
②学校と地域の

課題
その他

「地域総がかり」で子どもたちを
育てることができるよう、学校と
地域の連携協働に向けた体制
の整備が必要である。

学校運営協議会及び地域学校協働本部
を市内全中学校区に導入を進める

学校と地域の連携協働により、
地域の資源、人材の活用、支援
員の配置による教職員が授業に
専念できる環境の確保等の効果
が期待される。

学校運営協議会及び地域
学校協働本部設置校区の
割合

47 ％ 100

熱海市
③学校と家庭の

課題
家庭等における学習

習慣の定着

家庭環境等の理由により、学校
以外で学習を行う習慣がない
児童生徒が増えており、学校の
授業以外で学習を行うことに対
する指導等が学校・家庭の共
通の課題となっている。

・各中学校区ごとで小中別に推進委員を
配置し、学習スペースと機会を確保す
る。
・土曜日の午前に実施し、生活習慣の乱
れを未然防止する。年間で小学生は３２
回、中学生は１８回実施する。
・支援員を各校区ごとに２～３名ずつ配
置し、子どもの学習を丁寧に支援する。

学校以外で日常的に学習を行う
児童生徒が増える。

参加する児童・生徒数が１
０人以上となる校区数。 2

校
区 5

三島市
①学校運営上の

課題
教職員の時間外勤

務の是正

各地域学校協働本部で放課後
学習支援を行っているが、学習
支援員が不足する場合、教員
が補助に入る学校があり、本来
の業務ができず、時間外労働
につながっている。

放課後学習支援で教員が補助している
学校は、地域学校協働本部や教育委員
会で協力して、学習支援員を確保する。

放課後学習支援の教員の補助
の人数を０人にして、教員の時
間外労働につながらないように
する。

放課後学習支援に参加し
た教員の人数 3 人 0

三島市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

各地域学校協働本部で不足す
る学習支援員を教育委員会で
大学生を募集しているが、年度
により確保できる人数が変わっ
てしまい、派遣できない場合が
ある。毎年、安定して派遣でき
る人数を確保する。

市内の大学に学習支援員の募集をする
のは当然として、市内から都内や遠方に
通学している学生にも募集をかけて、学
習支援員を多く確保する。

大学生の学習支援を多く確保し
て、予定していた大学生が入れ
ないときに別の大学生が入れる
ぐらいに人数に余裕を持たせた
い。

大学生の学習支援員の人
数 18 人 20

富士宮市
①学校運営上の

課題
教職員の時間外勤

務の是正

半数程度の市内公立小中学校
では、一人当たりの平均時間外
勤務時間が45時間を超えてい
る。

・地域学校協働本部の整備を進める。
　（１本部以上整備する）
・地域コーディネーター（推進員）は、学
校が求めるニーズを明確にし、保護者や
地域への連絡調整等を行い、教員の業
務負担の軽減を図る。

・市内公立小中学校に地域学校
協働本部が整備され、教員の業
務負担が軽減する。

年間を通して、月一人当た
りの平均時間外勤務時間
が45時間以下の市内公立
小中学校の割合

24 ％ 40

富士宮市
②学校と地域の

課題
その他

市内公立小中学校では、授業
等で地域の人の話を聞いたり、
一緒に学んだりする機会が少
ないことが課題となっている。

・地域学校協働活動が活発に行われる
ように、学校担当者と地域コーディネー
ター(推進員）の研修会等を実施する。
・地域コーディネーター同士の情報交換
の場を設ける。

児童生徒が、授業等で地域の人
の話を聞いたり、一緒に学んだり
する機会が増え、学びを深めて
いる。

授業等で地域の人の話を
聞いたり、一緒に学んだり
することをとおして、学びを
深めていると実感している
児童生徒の割合

％ 80

伊東市
③学校と家庭の

課題
放課後等における多

様な体験活動

放課後の居場所を提供するに
当たっては、教室の運営を担う
団体の確保が必要なるが、高
齢化等から教室運営が困難と
なっている。

放課後子ども教室実施可能な団体を掘
り起こす中で、可能な限り多くの団体に
教室を運営していただく。

子どもたちに多くの居場所や学
び、体験活動を提供できるととも
に、地域の方々が児童に触れ合
る機会を創出できる。

放課後子ども教室の教室
数 5

教
室 7

富士市
③学校と家庭の

課題
放課後等における多

様な体験活動

家庭環境が多様化する中で、
家庭において安心して学習でき
る場の確保や学習において支
援を必要とする児童生徒に対
する指導等が学校・家庭の共
通の課題となっている。

・地域の人材等による学習支援ボラン
ティアを学校ごとに配置するとともに、必
要な支援を精査し、活動内容やボラン
ティアの調整を行う学習支援コーディ
ネーターを配置する。
・ボランティア160名が年間15回の学習支
援を行う。
・地域の実態や学校の年間計画をもと
に、効果的な活用を図る。

児童生徒の学習の場を確保し、
学習において支援を必要とする
児童生徒に対する指導等を行う
ことで、学習習慣が身に付く。

「放課後学習を通して、学
習の習慣が身についてき
た」に対して「そう思う」「ど
ちらかと言えばそう思う」と
回答する児童生徒の割合
（本事業のアンケート調
査）

％ 80

御殿場市
③学校と家庭の

課題
家庭等における学習

習慣の定着

核家族化、共働き世帯の増加
等により、子どもの勉強を十分
に見ることのできない家庭が増
えている。

年間26回程度の学習教室等を、小学校8
校9教室実施する。学校や公民館等で、
学校とは異なる指導者や仲間と共に学
ぶ。

家庭での学習習慣を身に着け
る。目標を決め、自分から進んで
宿題等に取り組むようになる。

保護者へのアンケート調
査により、参加して良かっ
たと回答のあった割合。

98 % 98

下田市
①学校運営上の

課題
社会に開かれた教育

課程への対応

総合的な学習にて職場体験を
行い、地元の事業所を知り、社
会の成り立ち等を学んでもらい
たい。

伊豆地区の事業所へ職場体験の受け入
れ調査して、職業体験をスムーズに行え
るように一覧を作成する。

子どもたちが地域の事業所を知
ることにより、｢未来を創る｣子ど
もを育成する。

職業体験を実施した事業
所数 52 件 80

裾野市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

各本部においてコーディネー
ターを中心にボランティアが活
動を行っている。この活動を持
続可能なものにするために、ボ
ランティアの輪を広げていくこと
が課題である。

・各本部にコーディネーターを配置し、学
校と地域をつなぐ役割を担い、組織的・
継続的な活動の実現をめざす。
・地域と学校の連携・協働をテーマとした
研修会を年２回行い、コーディネーターの
資質向上を図るとともに、コーディネー
ター同士の情報交換を行い、ボランティ
アの確保に生かすことができるようにす
る。

学校・家庭・地域の連携・協働を
促進するとともに、持続可能な支
援体制を確立する。

活動に参加したボランティ
アの１本部あたりの平均人
数

424 人 430

令和５年度「地域と学校の連携・協働体制構築事業」における
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伊豆の国
市

②学校と地域の
課題

学校支援ボランティ
アの確保・育成

児童から通経路の危険箇所に
ついて改善要望があるが、ハー
ド面の改修は限度があり、見守
りボランティアも高齢化で人材
が減少している。

地域学校協働本部に参画する各種団体
や広報での呼びかけに応じた市民を対
象に、既存の見守りボランティアへの加
入や新規のボランティアグループ設置を
求め、登録者数について前年比25％以
上の増加を図る。

地域における見守り活動の強化
により、登下校時の交通事故、
交通トラブルが減少する。

ボランティア保険の登録者
数 90 人 115

伊豆の国
市

①学校運営上の
課題

その他
現状、コミュニティ・スクールは
令和５年度より市内３校で実施
予定だが、全校ではない。

　令和７年度よりすべての学校がコミュニ
ティ・スクールとなるよう、PTA、学校評議
員、市長部局、教育委員会、福祉事務所
等を招き研修会を実施する。
　コミュニティ・スクールを実施する際に、
研修会の知識を生かし、スムーズに移行
できるようにする。

研修会の参加者が、コミュニ
ティ・スクールについて理解をす
ること。

参加者のうち、コミュニ
ティ・スクールについて理
解ができたもの。

％ 70

東伊豆町
②学校と地域の

課題
通学路等の地域安

全・地域防災

通学路において、現在、大きな
事故等の発生はないものの、
子どもたちの安全確保が学校と
地域の共通の課題となってい
る。

・平日の放課後に協働活動サポーター10
名が、子供たちの下校見守りを実施して
いる。今年度は今まで以上に地域住民
や関係団体に呼びかけ、サポーターの
人数を増やしたい。

下校見守りにより安全に通学す
る児童の人数が増える

協働活動サポーターの人
数 10 人 15

松崎町
②学校と地域の

課題
通学路等の地域安

全・地域防災

下校時のバス停までの下校路
が国道沿いにあり、車の通行量
が多いため、児童の下校の際
に危険がある。

下校時に支援員を配置し、見守り活動を
行う。

児童が自分たちで危険を考え、
自分の身を自分で守れるように
行動できるようになること。

危険行動の回数 5 回 0

松崎町
③学校と家庭の

課題
家庭等における学習

習慣の定着

長期休業期間中の宿題等につ
いて、学習習慣の確立や宿題
の支援が課題となっている。

長期休業期間中の学校を利用し、学習
支援員を配置して宿題支援等を行う。

学習習慣の確立と地域との連携 参加満足度 100 ％ 100

松崎町
③学校と家庭の

課題
その他

子育ての悩みや不安を打ち明
ける場がないことが課題となっ
ている。

家庭教育支援員が実施する未就園児や
就園児の保護者向けのおしゃべりサロン
の実施。

保護者同士の繋がり 参加満足度 100 ％ 100

函南町
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

学校が必要とするボランティア
人材と学校地域協働本部に登
録しているボランティアがマッチ
していない。

学校の実態に即した支援ボランティアが
確保できるよう、他機関との連携を深め、
ボランティア紹介機能を高める。

学校が必要とする人材を新たな
ボランティアとして紹介すること
ができる。

地域学校協働活動推進員
や地域コーディネータの新
たなボランティア紹介数

5 件 10

清水町
②学校と地域の

課題
青少年の健全育成

社会・家庭環境が変化する中、
地域とのつながりの希薄化など
により、家庭・地域の教育力の
低下・子供の安全・安心な活動
場所の確保が課題となってい
る。

・各小学校での放課後体験教室を年間
12回以上実施する。
・土曜日、休日の体験教室を年間12回以
上実施する。
・学習支援などの継続的な活動の支援
員15人以上確保する。

放課後・休日での学習・体験・ク
ラブ（教室）・地域行事に加入・参
加する児童・生徒が増える。

児童生徒が年間36日以
上、学習・体験・講座・教
室・クラブ・地域行事などに
参加している割合

- ％ 60

長泉町
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

ボランティアスタッフの高齢化
が進み、人材バンクからスタッ
フ数が減少している。また、子
育て世代や学生等若い世代の
増員が困難である。

・広報活動を広報誌だけでなく、ＳＮＳを
活用し、広い世代への周知を行う。（前年
度広報誌のみ）

・多世代のスタッフの登録数が増
加し、安定した人材バンクを確保
できる。

人材バンクのスタッフの登
録数 130 人 160

小山町
③学校と家庭の

課題
放課後等における多

様な体験活動

放課後の居場所や家庭での学
習習慣が無く、放課後が有意義
な時間となっていない。

放課後子供教室を開設し学習支援や
様々な体験活動を行い、放課後の有意
義な時間の提供や学力の向上に繋げて
いく。

学校以外での学習や体験に取り
組む児童が増える。

漢字検定・算数検定の合
格者の割合・体験に対す
る満足度

81 ％ 100

島田市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

・市内全ての学校・地域におい
て、地域全体で子供たちを育む
ための支援体制の構築を推進
しているが、学校・地域によって
地域学校協働活動が活発に行
われているところとそうでないと
ころの差がでてきている現状が
ある。

・引き続き市内全小中学校にコーディ
ネーターを１名以上配置し、地域と学校
の連携窓口の役割を担い、組織的・継続
的な支援体制の構築を推進する。（市内
全23校。現状、コーディネーター25名配
置、内１名が２校を担当、２校が２名以上
配置。）
・コーディネーター同士の情報交換会を
年２回行い、先進事例の紹介やボラン
ティア確保の方法等を共有する。また、
学校にもフィードバックし連携を図る。な
お、活動事例については、上半期終了時
と年度末の２回に分けて一覧にして配布
する。
・学校や地域の実情に応じた活動を行う
よう、学校とコーディネーターで支援内容
の打合せを行うとともに、課題を感じる学
校やコーディネーターには、個別相談を
継続して行っていく。

・学校や地域の組織的、継続的
な連携・協働体制を構築し、適切
な役割分担のもと、市内全域で
地域学校協働活動を活発化させ
るとともに、教員の業務負担を軽
減する。

学校ごとの活動メニュー数 1

メ
ニ
ュ
ー

6

焼津市
②学校と地域の

課題
その他

コロナ禍により様々な地域活動
が行われなくなり、児童が地域
の人と関わりながら多様な体験
をする機会が減ってしまってい
る

地域の人々や、市他課と協力して、全小
学校区で放課後子ども教室を複数回開
催する。

児童に、放課後子ども教室での
体験を通じて地域の人と触れ合
うことで、児童と地域の繋がりを
深める。

放課後子ども教室参加児
童数 359 人 430
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掛川市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成
コロナ禍後の活動の再開及び
学校支援ボランティアの確保

放課後子供教室の情報交換会や地域
コーディネーター会議を開催し、各地区
での広報の方法や活動についての情報
共有を行い、活動を促進する。

各地区で活動を再開し、子ども
が健やかに育てる環境を整備す
るとともに、学校が負担軽減す
る。

学校支援ボランティアの延
べ人数

1208
14

人
1230
00

藤枝市
①学校運営上の

課題
教職員の時間外勤

務の是正

市内の教員の31％が、月45時
間以上の時間外勤務を行って
おり、教員の業務負担軽減によ
る時間外勤務の縮減が課題と
なっている。

・市全体で地域学校協働活動推進員を
24名配置(統括含む)。学校と地域のこま
めな連絡調整や、毎年年度末に人材活
用希望調査を実施することで、学校の希
望する地域人材の確保を図ることで教員
の業務負担を測る。

学校・家庭・地域の役割分担の
明確化により、地域との協働が
進み、教員の業務負担が軽減す
る。

月45時間以上の時間外勤
務を行う教員の割合 31 ％ 26

藤枝市
③学校と家庭の

課題
放課後等における多

様な体験活動

「放課後子ども教室」について、
未設置学区における新たな教
室の開設や、新型コロナウイル
スの影響等による登録児童数
の減少が課題となっている。

・未設置学区の学校運営協議会等で運
営団体を募る。
・募集チラシを小学校を通じて対象学区
の全児童に配布する。市のホームページ
等で安心・安全な教室運営について紹介
をする。
・利用する保護者・児童向けのアンケート
調査を実施し、ニーズを把握する。

放課後等に多様な体験活動がで
きる「放課後子ども教室」を利用
する児童が増える。

放課後子ども教室の登録
児童数 382 人 650

御前崎市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

・ボランティアの高齢化が進む
中、今後も安定的に支援活動
を継続する上で、これまでのボ
ランティア登録者に継続を促す
ことに加え、新規の登録を増や
す必要がある。

・学校支援だよりを各校に配付し、支援
活動の認知や理解を広げる。
・ボランティア募集のチラシを作成し、学
校や公民館に設置する。
・ボランティア交流集会を実施し、支援者
同士のつながりをつくる機会とする。

・ボランティアの個人登録が増え
る。

・ボランティアの個人登録
人数 186 人 195

菊川市
①学校運営上の

課題
社会に開かれた教育

課程への対応

・令和６年度に市内全域でコ
ミュニティ・スクールを導入する
ための運営マニュアル等が整
備されていない。

・コミュニティ・スクール準備委員会を設
置し、運営マニュアル等を作成する。

・コミュニティ・スクール運営マ
ニュアル等の完成。

コミュニティ・スクール準備
委員会の開催 0 回 4

牧之原市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

地域学校協働活動推進員を通
して地域ボランティアに学校支
援を依頼しているが、依頼する
団体やメンバーが固定化してい
ることと、ボランティアの高齢化
が課題となっている。

学校支援ボランティアの活動内容や募集
に関しての広報を活発に行う。現在活動
中のボランティアとの連絡会を開くことで
情報共有を行い、新規ボランティアの開
拓につなげる。

ボランティア人数の増加 ボランティア参加者の人数 620 人 1000

吉田町
③学校と家庭の

課題
放課後等における多

様な体験活動

平日の４時間授業日が増え、放
課後における安全で安心な子
どもの居場所の確保が一層必
要とされるようになっている。

すべての小学校で４時間授業日に対応
した放課後子供教室を実施する。

放課後に楽しく過ごせる場所が
あると感じる児童が増える

放課後子供教室が楽しい
と感じる児童の割合（参加
者へのアンケート調査）

93 ％ 90

川根本町
②学校と地域の

課題
その他

試行的に運用しているCS（協働
活動）を幅広い住民に周知し、
参画してもらう必要がある。

各小中学校に推進員を配置し、学校と地
域の連携を進める。

協働活動が周知されることで学
校・地域の連携が推進される。

協働活動に参画する人数 0 人 100

川根本町
②学校と地域の

課題
その他

・学校運営協議会の計画的運
営
・CS活動の教職員・地域の方
への理解・周知

・事務局とCSスタッフとの連絡会を位置
付ける。軌道にのるよう計画的運営を補
助する。
・CSだよりの発行、周知活動

・年３回学校運営協議会が実施
できた。
・CSだよりを年３回発行する。
・学校、家庭、地域が一体と取り
組み充実した活動ができた。

・年3回の学校運営協議会
を実施する。
・CSだよりを年3回発行す
る。
・アンケートで充実した活
動となった割合。（学校）

１
１

回
回

％

3回
3回
80％

磐田市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

学校評価アンケートにおいて、
「子どもたちが、地域の人たちと
学校や地域で関わっている」と
回答する割合が年々減少して
おり課題となっている。

・地域学校協働活動推進員を市内全校
に配置し、学校と地域の連絡調整等を担
う。
・コロナ禍のため縮小傾向にあった地域
との交流活動や放課後子供教室を再生
させる。

学校と地域の連携が強化され、
地域との協働が進む。

学校評価アンケートの「子
どもたちが、地域の人たち
と学校や地域で関わって
いる」に対する肯定的な回
答の割合

72 ％ 75

袋井市
②学校と地域の

課題
その他

教員の多くが「学校教育に地域
の協力が得られない」と感じて
おり、地域連携の意識が希薄で
ある。そのことが、地域学校協
働活動の不活性化につながっ
ている。

地域学校協働活動推進員の役割を明確
にしたり、打合せ会を実施したりすること
で、地域学校協働活動を活性化させる。

地域学校協働活動の活性化によ
り教員の意識が変わり、強固な
連携体制が築かれる。地域と学
校間の好循環が生まれ、さらに
活動が活性化する。

市内全教員向けアンケート
「学校の課題解決のため
に地域の協力を得やすい
と感じている」

36 ％ 40

湖西市
②学校と地域の

課題
学校支援ボランティ

アの確保・育成

普段の学校以外で学習を行う
機会が少なくなっており、学校
の授業以外で学習を行うことに
対する機会が課題となってい
る。

地域との連携を深め、ボランティアの確
保を増やし、学習支援や学校環境整備
等の活動日数を増やす。

地域との協働が進み、普段の授
業以外での学習機会や学校環
境整備等の機会を増やす。

1校あたりのボランティア活
動日数を増やす 38 日 40

森町
③学校と家庭の

課題
放課後等における多

様な体験活動

「授業の内容がわかる」と回答
した児童が年々減少してきてお
り、令和4年度は9割にも満たな
かった。
また、保護者の評価はもっと低
く、学習を行う事に対する指導
等が学校・家庭の共通の課題
となってきている。

・学習支援員（退職教諭）3名を配置。大
学生等ボランティアを確保し、夏休みに
おける学習支援を実施する。
・地域住民を講師とし、夏休みに文化芸
術体験講座を実施する。

学習支援や文化芸術体験に参
加することで、学習に対して自信
が持てる児童が増える。

「授業の内容がわかる」と
回答した児童の割合
（森町教育委員会の学校
評価の報告について）

89 ％ 93
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